
地域を支える商店街が独自に取り組む感染症対策や集客回復のための様々な活動に対して支援します。

様々な活動の例： 感染症拡大抑制のためのマスク、消毒液等の消耗品購入
商店街組織で行うテイクアウトチラシ作成　等

補助対象者：商店街等の団体
補助率：10/10　（上限：商店街加盟店舗数×5万円（上限300万円））

対象者：新型コロナウイルス感染症に起因して、前年同月比15％以上の売上減少が生じている市内
中小企業(国の持続化補助金が対象となる小規模事業者を除く)

補助率：2/3
補助上限額：100万円
対象経費：機械装置費、展示会出展費、開発費、等

※上記の記載内容は、議会に提案を予定しているものであり、今後審議等を経て変更になる場合があります。

　新型コロナウィルス感染症拡大に伴う外出自粛・休業要請や「新しい生活様式」の導入により、飲食店、
宿泊施設、百貨店等の営業活動に大きな影響が出ているほか、本年開催を予定していた多くの催事の中
止が決定しています。
　今後、贈答用の果物やえだまめの需要の機会が失われ、消費の落ち込みが予想されることから、消費喚
起策として市内外に住む家族、友人、知人等に気軽に市内産農産物を贈れるよう送料の一部を市が負担
することで、贈答利用を促進し消費者間の交流促進や農業者の所得向上を図ります。
　具体的には、農業者や農業協同組合等が開設・運営する農産物直売所、観光果樹園、インターネット販
売等において、一般消費者が新潟市産の果物・えだまめ等を贈答用に3,000円以上購入する場合、送料
1,500円まで市が負担します。

　新型コロナウイルス感染拡大の影響による労働力不足や食料供給が不安定になる中、農産物の安定供
給を目指します。
　そのために、強靭で効率的な生産体制の整備の強化に向け、積極的な投資を行う農業者への対策とし
て、生産コストや労働力削減につながる農業機械を導入する農業者を支援します。
　具体的には、労働力削減等の計画を作成した農業者に対して、上限補助額を270万円とし、機械整備に
係る経費の1/2以内を支援します。

金額
(千円)

歳出 10,000 財源内訳 国費10,000（臨時交付金10,000）

金額
(千円)

歳出 25,000 財源内訳 国費25,000（臨時交付金25,000）

新しい生活様式を踏まえて事業のﾌﾞﾗｯｼｭｱｯﾌﾟに取り組む中小企業を、新潟IPC財団を通じて支援します。

坂井

農林水産部 課名 農林政策課

問い合せ先 025-226-1791 担当名

事
業
概
要

事
業
概
要

金額
(千円)

歳出 55,000 財源内訳 国費55,000（臨時交付金55,000）

事業名 スマート農業導入支援事業

部・区名

財源内訳 国費134,500（臨時交付金134,500）
金額
(千円)

問い合せ先 025-226-1761 担当名 齋藤

事業名 事業ブラッシュアップ支援補助金(新潟IPC財団補助金)

事
業
概
要

部・区名 経済部 課名 産業政策課

事業名 にいがたを贈ろう！農産物産地直送支援事業

事
業
概
要

部・区名 農林水産部 課名 食と花の推進課

令和２年６月議会定例会　補正予算（案）事業概要

（財源内訳の臨時交付金とは、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の略）

部・区名 経済部 課名 商業振興課 問い合せ先 025-226-1626 担当名 星野

問い合せ先

事業名 地域を支える商店街支援事業

025-226-1606 担当名 内藤

歳出 134,500



新型コロナウイルス感染症対策に伴う小学校臨時休校により、平日午前中から放課後児童クラブを開所
するための費用等を増額します。
【内訳】
・小学校休校に伴い、放課後児童クラブを平日午前中開所するために必要な人件費等(89,280千円)
・放課後児童クラブでの感染症対策としてのマスク・消毒液購入費等(93,000千円)
・民間が運営する放課後児童クラブにおいて、利用自粛要請等によりクラブの利用を自粛した保護者の
　利用料分について、市が補填を行うための費用(10,020千円)

※上記の記載内容は、議会に提案を予定しているものであり、今後審議等を経て変更になる場合があります。

　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（感染症法）に基づき入院勧告を行った新
型コロナウイルス感染症患者の入院医療費の自己負担分について公費負担を行い、感染症患者の負担
軽減を図ります。

　地域外来・検査センター等で感染症法に基づき行政検査として実施されるＰＣＲ検査の自己負担分の
公費負担を行い、受検者の負担軽減を図ります。

　新型コロナウイルス感染症患者の発生に備え、患者受入れ病床の確保を行う医療機関へ支援を行うと
ともに、軽症者等の宿泊療養施設の利用に係る経費を負担し、公衆衛生の向上を図ります。

事業名 放課後児童健全育成事業

金額
(千円)

歳出 192,300 財源内訳 国費159,200（臨時交付金33,100）　県費33,100

事
業
概
要

部・区名 こども未来部 課名 こども政策課 問い合せ先 025-226-1193 担当名 日根

事業名 感染症入院病床確保事業

金額
(千円)

歳出 339,367 財源内訳 国費634　県費337,841　一般財源892

事
業
概
要

部・区名 保健衛生部 課名 保健所保健管理課 問い合せ先 025-212-8180 担当名 田辺

事業名 感染症発生動向調査事業

金額
(千円)

歳出 45,000 財源内訳 国費22,500　一般財源22,500

事
業
概
要

歳出 34,049 財源内訳 国費25,527　一般財源8,522

事
業
概
要

部・区名 保健衛生部 課名 保健所保健管理課 問い合せ先 025-212-8180 担当名 田辺

令和２年６月議会定例会　補正予算（案）事業概要

（財源内訳の臨時交付金とは、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の略）

部・区名 保健衛生部 課名 保健所保健管理課 問い合せ先 025-212-8180 担当名 田辺

事業名 感染症入院医療費負担金

金額
(千円)



※上記の記載内容は、議会に提案を予定しているものであり、今後審議等を経て変更になる場合があります。

　災害発生時に開設される避難所は密閉・密集・密接の３密状態を生み出しやすいことから、感染症の防
止対策を講じるため、避難所の衛生環境を保全するためのマスクやアルコール消毒液などといった衛生用
品や、避難者間のスペース確保のためのパーテーション、健康状態を管理するための非接触型体温計な
どを各避難所に整備します。

　新潟空港利用者数の増加、新潟空港アクセス改善を目的に新潟県が実施している「新潟駅南口空港
バス運行支援事業（新潟駅南口と新潟空港を結ぶ直行リムジンバス）」について、運行収支差額を県市
折半しています。
　新型コロナウイルスの影響による空港利用者数、バス利用者数の減少に伴い、運行収支差額が拡大し
ていることから、基幹空港アクセスの維持に向け、県と歩調を合わせ、本市負担額を増額します。

　日常生活における移動手段の一つであるバス交通のうち、本市が運行収支差額を負担する形で、補助
又は運行委託している「補助路線バス」、「区バス」、「住民バス」について、新型コロナウイルス感染症対
策に伴う学校休校や外出自粛などで運賃収入が減少し、収支差額が拡大しています。
　市民の移動手段を確保・維持するため、これらのバス運行に必要な補助金や委託料の予算を増額しま
す。

金額
(千円)

歳出 40,500 財源内訳 国費27,000　一般財源（一般会計から繰出）13,500

事業名 生活交通確保維持・強化事業

金額
(千円)

歳出 42,700 財源内訳 国費42,700（臨時交付金42,700）

事
業
概
要

事
業
概
要

事
業
概
要

　介護サービス事業所等が関係者との緊急かつ密接な連携のもと、感染機会を減らしつつ、必要な介護
サービスを継続して提供できるよう、通常の介護サービス提供時では想定されない、消毒・清掃費用や割
増賃金などのかかり増し経費等に対して補助を行います。

※上記は介護保険事業会計の事業費です。
　一般会計から同会計への繰出金を13,500千円増額します（財源は全額臨時交付金）。

部・区名 都市政策部 課名 都市交通政策課 問い合せ先 025-226-2730 担当名 吉田

担当名 丸田

事業名 空港アクセス改善事業

金額
(千円)

歳出 11,000 財源内訳 国費11,000（臨時交付金11,000）

事業名 避難所における感染症対策事業

金額
(千円)

歳出 100,000 財源内訳 国費100,000（臨時交付金100,000）

事
業
概
要

令和２年６月議会定例会　補正予算（案）事業概要
（財源内訳の臨時交付金とは、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の略）

部・区名 危機管理防災局 課名 防災課 問い合せ先 025-226-1143 担当名 菊池

部・区名 福祉部 課名 介護保険課 問い合せ先 025-226-1259 担当名 川上

事業名 介護サービス事業所等に対するサービス継続支援事業（介護保険事業会計繰出金）

部・区名 都市政策部 課名 都市交通政策課 問い合せ先 025-226-2720



　市立学校の一斉臨時休業措置に伴い、令和２年３月分給食食材のキャンセル等によって生じた違約金
等について、食材業者等に対し補償を行います。

※上記の記載内容は、議会に提案を予定しているものであり、今後審議等を経て変更になる場合があります。

　介護施設等において、感染が疑われる人が複数発生し、多床室（4人部屋など）に蔓延するような事態に
備え、多床室を空間的に分離し個室化するための改修費に補助を行います。

　集客力の高い施設を安心・安全に運営していくためには、国・県で示されたガイドラインに対応し、来場者
の健康チェックを効率よく行うことが必要です。特に県外や海外からの来場が多く見込まれる施設及び時
間帯により来場者が集中する可能性のある施設について、同時に20人程度の体温を測定できる非接触型
体温測定機器（サーモグラフィ）を設置します。
　設置施設は、新潟市民芸術文化会館りゅーとぴあ（3台）、新潟市水族館（1台）、新潟市マンガ・アニメ情
報館（1台）を予定しています。

　新型コロナウイルス感染症及びその影響への対策も含め、今後の緊急的な財政需要に備えて予備費
を増額します。
　当初予算で計上した１億円に加え4月24日付市長専決補正予算で２億円を増額し、計３億円を計上済
みですが、現時点で約１億６千万円を活用し、残が１億４千万円となっていますので、１億円の増額を行
います。

国費36,000（臨時交付金9,000）

金額
(千円)

歳出 5,000 財源内訳 国費5,000（臨時交付金3,000）

事
業
概
要

部・区名 財務部 課名 財務課 問い合せ先 025-226-2185 担当名 高橋

金額
(千円)

歳出 100,000 財源内訳 一般財源100,000

事
業
概
要

事業名 予備費の増額

事業名 文化施設体温測定機器購入事業

事
業
概
要

部・区名 文化スポーツ部 課名 文化政策課 問い合せ先 025-226-2555 担当名 塚原

部・区名 教育委員会 課名 保健給食課 問い合せ先 025-226-3202 担当名 佐藤

事業名 介護施設等の多床室個室化改修支援事業

令和２年６月議会定例会　補正予算（案）事業概要

事業名 学校給食臨時休業対応事業

金額
(千円)

歳出 36,000 財源内訳

金額
(千円)

歳出 8,850 財源内訳 国費8,850

事
業
概
要

（財源内訳の臨時交付金とは、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の略）

部・区名 福祉部 課名 高齢者支援課 問い合せ先 025-226-1289 担当名 笠井



　社会資本整備交付金等の国費について、当初予算計上額を上回る補助内示があったことから、
予算を増額します。
　国県道や幹線市道の改良を推進することによって、交通ネットワークを強化するとともに、
通学路の整備にも取り組むことによって、生活空間の安全性・利便性の向上を図ります。

　新潟駅における新たな交通結節点として、中・長距離バスを集約するバスターミナルを整備するとともに
路線バスとの運行経路を分離し、円滑に通行可能なアクセス道路を一体的に整備することで、交通の
円滑化を図るとともに、人・公共交通を優先した道路空間の再編によるバス待ち環境の確保、駅周辺の
にぎわい創出を目的とした事業です。
　国による直轄事業のため、新潟市が国に対し負担金を支出します。

※上記の記載内容は、議会に提案を予定しているものであり、今後審議等を経て変更になる場合があります。

令和２年６月議会定例会　補正予算（案）事業概要

部・区名 土木部 課名 土木総務課 問い合せ先 025-226-3006 担当名 古俣

事業名 国補助内示に伴う増額補正（道路・橋りょう維持費）

金額
(千円)

歳出 1,856,062 財源内訳 国費1,021,081　市債781,400　一般財源53,581

事
業
概
要

事業名 国補助内示に伴う増額補正（道路新設改良事業及び直轄負担金事業）

金額
(千円)

歳出 876,500 財源内訳 国費518,200　市債358,300

事
業
概
要

部・区名 都市政策部 課名 新潟駅周辺整備事務所 問い合せ先 025-245-1263 担当名 中澤

事業名

　社会資本整備総合交付金等の国費について、当初予算計上額を上回る補助内示があったことから、予
算を増額します。
　道路交通の安全を確保するため、道路の舗装修繕、除雪機械の更新等を行うほか、災害防止のための
法面対策、道路照明の更新、通学路の安全対策、橋りょうの修繕等を行います。
　特に橋りょうの修繕については、新たに道路メンテナンス事業として、事業費ベースで11億円余りの増と
なりました。

新潟駅交通ターミナル整備事業（直轄負担金）

金額
(千円)

歳出 16,666 財源内訳 市債16,600　一般財源66

事
業
概
要

部・区名 土木部 課名 道路計画課 問い合せ先 025-226-3034 担当名 玉木

部・区名

事業名 児童相談所施設整備事業

金額
(千円)

歳出 17,000 財源内訳 市債12,700　一般財源4,300

事
業
概
要

　児童虐待相談件数が増加していることを受け、児童福祉法等の改正による児童福祉司・児童心理司な
どの増員や、一時保護件数の増加により、児童相談所施設の狭隘化が生じています。
　このため、既存施設の整備（増築・改修）を行い、執務室の拡大、相談室の増設のほか、一時保護所に
おいては居室の個室化を図ります。
　令和2年度は、設計に着手します。

課名 児童相談所家庭支援課 問い合せ先 025-230-7777 担当名 丸山こども未来部



就職氷河期世代への支援を加速化するため、新潟地域若者サポートステーションにおいて、
国交付金を活用し、就職氷河期世代等無業者に対する相談・支援体制を拡充します。
・個人宅へのアウトリーチ支援員の配置
・臨床心理士（公認心理士）による相談体制の強化
・面接時に必要な備品等の貸し出し
・地域での就職活動説明会の実施

※上記の記載内容は、議会に提案を予定しているものであり、今後審議等を経て変更になる場合があります。

部・区名 福祉部 課名 保険年金課 問い合せ先 025-226-1070 担当名 三屋

事業名 情報システム最適化事業（国民年金システム）

金額
(千円)

歳出

事業名 情報システム最適化事業（国民健康保険システム）（国民健康保険事業会計繰出金）

金額
(千円)

歳出 20,000 財源内訳 一般財源（一般会計からの繰出）20,000

事
業
概
要

　情報システム最適化を推進するため、国民健康保険システムの再構築を行います。
　最適化推進事業では令和4年度末に大型汎用機廃止を予定しています。現行の国民健康保険システ
ムは大型汎用機上に一部機能がありシステム連携しているため、廃止までに新たな共通基盤に再構築
するものです。

※上記は国民健康保険事業会計の事業費です。
　一般会計から同会計への繰出金を20,000千円増額します。

6,600 財源内訳 一般財源6,600

事
業
概
要

　情報システム最適化を推進するため、国民年金システムの再構築を行います。
　最適化推進事業では令和4年度末に大型汎用機廃止を予定しています。現行の国民年金システムは
大型汎用機上に一部機能がありシステム連携しているため、廃止までに新たな共通基盤に再構築するも
のです。

部・区名 福祉部 課名 保険年金課 問い合せ先 025-226-1070 担当名 三屋

事業名 情報システム最適化事業（税系システム）

金額
(千円)

歳出 92,700 財源内訳 一般財源92,700

事
業
概
要

　情報システム最適化を推進するため、税系システムの再構築を行います。
　最適化推進事業では令和4年度末に大型汎用機廃止を予定しているため、現在大型汎用機上で一部
稼働している税系システムについて、新たな共通基盤に再構築し、より業務の効率化を図ります。

事
業
概
要

部・区名 財務部 課名 税制課 問い合せ先 025-226-1502 担当名 大竹

担当名 大倉・五十嵐

事業名 新潟地域若者サポートステーション事業

金額
(千円)

歳出 6,600 財源内訳 国費4,950　一般財源1,650

課名 雇用政策課 問い合せ先 025-226-1650
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部・区名 経済部



※上記の記載内容は、議会に提案を予定しているものであり、今後審議等を経て変更になる場合があります。

41,775 財源内訳 一般財源41,775

事
業
概
要

　令和2年4月1日付けで有償譲渡を行ったデイサービスセンター6施設について、各施設建設時の国・県補
助金の一部を返納します。

歳出 6,000 財源内訳 一般財源6,000

事
業
概
要

部・区名 農林水産部 課名 農林政策課 問い合せ先 025-226-1761 担当名 齋藤

　高濃度PCB（ポリ塩化ビフェニル）を使用している安定器等を保有している事業者は、PCB特措法に基づ
き、令和5年3月末までに処分することが義務付けられています。
　環境省のガイドラインに基づき、昨年度は保有の有無を把握するためアンケート調査を実施しましたが、
今年度は未回答事業者などに対する訪問調査を行います。

部・区名 福祉部 課名 高齢者支援課 問い合せ先 025-226-1289 担当名 笠井

事業名 国・県補助金返還金（デイサービスセンター）

金額
(千円)

歳出

事
業
概
要

事業名 スマート林業推進事業

森林環境譲与税活用基金繰入金7,650

金額
(千円)
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部・区名 環境部 課名 廃棄物対策課 問い合せ先 025-226-1411 担当名 上田

事業名

　新潟県スマート林業推進協議会が実施する「スマート林業推進事業（航空レーザー計測）」を活用し、高
度な森林資源情報を広域的かつ短期的に取得することにより、今後の森林現況調査の効率化・省力化と
意向調査の促進を図ります。

　・負担割合　県50%　・　市50%
　・実施予定面積　1,530ha（人工林のうち意向調査対象区域）

PCB廃棄物掘り起こし調査事業

金額
(千円)

歳出 7,650 財源内訳


